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 1月6日、世界的な景気減速懸念や原油価格の下落、ギリシャの政治不透明感などへの懸念が強まったこ

となどから、日米欧の株式市場は下落し、国債利回りは低下、円高米ドル安が進行しました。

 6日の東京市場では、海外の株式市場が軟調であったことなどから日本株は下落したものの、7日の午前

中はやや反発する展開となっています。

 今後、日米の株式市場は、原油価格やギリシャの政治不透明感などのリスク要因に左右される展開も考

えられますが、企業決算で堅調な内容が確認されれば、株価水準などから下値を固め、落ち着きを取り戻

すと考えています。
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今回のポイント

※上記は、将来の市場動向を示唆・保証するものではありません。※巻末のご注意事項等を必ずご確認ください。

（出所：BloombergのデータをもとにＤＩＡＭアセットマネジメント作成）

足元の日米株式市場の下落について

足元の金融市場動向

年明けの金融市場では、1月25日にギリシャの総選

挙が予定され、IMF（国際通貨基金）とEU（欧州連合）

などの金融支援をめぐる動きがリスク要因として注目

される中、ギリシャのユーロ圏離脱の可能性についても

一部報道で議論される状況となりました。また、昨年11

月以降、金融市場で注目された原油価格についても

再度下落基調となっており、6日にはサウジアラビア国

王が原油減産を検討していないと示唆したこともあり、

WTI原油先物は1バレル=47米ドル台まで下落しました。

それに加えて、同日、欧州ではユーロ圏総合PMIが低

調となり、米国ではISM非製造業景況指数が鈍化した

ことで、世界的な景気先行きへの懸念が強まりました。

欧米の株価は下落し、ユーロ・ストックス50指数の年

初来騰落率は-4.4％、ダウ・ジョーンズ工業株価平均

の年初来騰落率は-2.5％、米国10年国債利回りは低

下（価格は上昇）し1.94％台と2％を下回る水準となり

ました。為替は円高米ドル安が進行し118円台で推移

しています。

日本でも、年明けから投資家のリスク許容度低下の

流れを受けて、6日に日経平均株価が525.52円安の

16,883.19円（年初来騰落率-3.3％）となりました。7日

は海外の株式市場が軟調であったことなどから下落し

て始まったものの午前中はやや反発する展開となって

います。下値については昨年12月17日の安値である

16,672.94円や、10月の日銀金融緩和拡大の決定日で

ある10月31日の終値16,413.76円が意識されます。また、

10年国債利回りは6日に0.285％まで低下（価格は上

昇）し、7日もその水準で推移しています。

日本の株価指数の推移

（2012年1月6日～2015年1月6日）

※株価指数は日経平均株価を使用しています。

※株価指数はダウ・ジョーンズ工業株価平均を使用しています

（2012年1月6日～2015年1月6日）

米国の株価指数の推移
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為替の推移

為替
レート

米ドル高
（円安）

※上記は、将来の市場動向を示唆・保証するものではありません。※巻末のご注意事項等を必ずご確認ください。

（出所：BloombergのデータをもとにＤＩＡＭアセットマネジメント作成）

（2012年1月6日～2015年1月6日）

米ドル安
（円高）

（2012年1月6日～2015年1月6日）

金利の推移

債券
価格

下落

上昇

※金利は10年国債利回りを使用しています。

金融市場では、1月7日に発表予定のユーロ圏

の消費者物価指数とそれを受けてECB（欧州中央

銀行）が22日の理事会でどのような金融政策の対

応をするか注目されています。国債購入など追加

緩和策が期待されていますが、ギリシャの政治に

対する不透明感が強まっている中、追加緩和の

準備についての言及にとどまる可能性もあるとみ

ています。

また、原油価格については先行きが不透明な状

況ですが、ガソリン価格の下落は今後、消費者心

理の改善などを通じて消費拡大にもつながり、経

済へのプラス要因になりうるとみています。エネル

ギー関連企業の財務状況が懸念され、これから始

まる企業決算発表において設備投資が抑制され

ることも考えられますが、米国企業全体としては堅

調な業績が示され、豊富な内部留保を背景とした

M&A（企業の合併・買収）や株主還元（自社株買

い、配当）の動きが強まれば、米国株は変動幅が

落ち着くにつれて、株価水準を見直す動きから、

下値を固める展開になると考えています。

日本では、消費増税実施時期の先送りや緊急

経済対策などの効果から2015年度の景気回復期

待が高まることや、円安や原油安を背景に企業

業績の上方修正が期待されることから日本株の

投資環境は良好とみています。海外の金融市場

の動きによっては神経質な展開が想定されますが、

1月後半から2014年10-12月期の企業決算発表を

控え、改善基調を示す業績が確認されれば資産

価値などから見た株価水準が株価の下支えとな

り、日本株は下値を固め堅調に推移すると考えて

います。2015年もアベノミクスの真価が問われる年

になるとみており成長戦略をめぐる動きが注目さ

れる中、需給面では引き続き国内外の投資家によ

る日本株の押し目買い意欲は持続するとみてい

ます。

今後の市場見通し

（米ドル/バレル） （2012年1月6日～2015年1月6日）

原油価格の推移

※WTI原油先物を使用。
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【各指数の著作権等】

・日経平均株価（日経平均）は、株式会社日本経済新聞社によって独自に開発された手法によって算出される著作物であり、株式会社日本経済
新聞社は、日経平均自体及び日経平均を算定する手法に対して、著作権その他一切の知的財産権を有します

・ Standard & Poor‘s®並びにS&P®は、スタンダード＆プアーズ・ファイナンシャル・サービシーズLLC(以下「S&P」)の登録商標です。Dow Jones®
は、ダウ・ジョーンズ・トレードマーク・ホールディングズLLC（以下「ダウ・ジョーンズ」）の登録商標です。これらはS&P ダウ・ジョーンズ・インデック
スLLCに対して使用許諾が与えられており、DIAMアセットマネジメント株式会社に対しては特定の目的のために使用するサブライセンスが与えら
れています。 ダウ・ジョーンズ工業株価平均はS&P ダウ・ジョーンズ・インデックスLLCが所有しており、DIAMアセットマネジメント株式会社に対し
て使用許諾が与えられています。S&P ダウ・ジョーンズ・インデックスLLC、ダウ・ジョーンズ、S&Pおよびその関連会社は、DIAMアセットマネジメン
ト株式会社の商品を支持、推奨、販売、販売促進するものではなく、また投資適合性についていかなる表明をするものではありません。

・ユーロ・ストックス50指数に関する著作権等の知的財産その他一切の権利はストックス・リミテッド社に帰属します。


